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研究要旨 
 本研究では Age-friendly City（AFC）（高齢者に優しいまち）の概念を構成する 8 領域

に該当する指標の手掛かりを探索するための地域診断指標の文献レビューと，地域レベル

での認知症リスク管理に活用可能な地域診断指標の妥当性を検証するために 105 市町村の

ニーズ調査のデータを用い，市町村を単位とし，認知症の発症リスクである物忘れと AFC
の構成概念である社会参加等との関連について分析を行った． 
文献レビューの結果から，介護予防に関わるアウトカム指標と有意に関連する地域診断

指標として 28 指標が抽出された．さらに，105 市町村のニーズ調査のデータを用いた分

析の結果から物忘れがある者の割合は市町村間に 5 倍の格差があること，物忘れがある者

の割合と社会参加する者の割合との間に負の相関関係（r=-0.38～-0.66）があることが明

らかになった．市町村を単位とした地域診断指標として，物忘れと社会参加（年齢調整を

行った年数回以上の社会参加）は現時点で利用可能なエビデンスに裏付けられた，一定の

妥当性を持つ有用な量的指標である可能性が示唆された． 
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Ａ．研究目的 
 高齢化が急速に進む日本においては，高齢者の健康で幸せな暮らし（well-being）への関

心が高まっている．人口減少社会の日本では，人材の確保の面からも従来通りの「福祉の受
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け手側」と「支え手側」に分かれるのではなく，地域のあらゆる住民が役割を持ち，支え合

いながら，自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成していく「地域共生社会」の実現

を目指している 1． 
「健康日本 21(第 2 次)：2013-2022」では，社会環境の違いによって集団間に「格差」が

あることを指摘している．例えば，近藤ら（2015）2は日常生活圏域ニーズ調査データを用

い，136 市区町村を対象に比較分析した結果，運動機能の低下者割合は 4.0%～31.4%（平

均 15.3%）で市区町村間に約 8 倍の差があったとしている．こうした格差を縮小し，高齢者

の well-being を実現するために「健康日本 21（第 2 次）」では「社会全体として（高齢者

の）健康を支え，守る環境づくりを務めていくことが重要である」とし，「地域や世代間の

相互扶助，地域や社会の絆等が機能することにより，ゆとりのある生活の確保が困難な者等

も含めて，社会全体が相互に支え合いながら，国民の健康を守る（社会）環境を整備する」

ことを目指すとしている． 
そして，WHO は地域の「社会環境」の改善を促すために，「まち（city）」の社会環境と

健康の格差の評価ツール（地域診断指標）として，Age-friendly City（AFC）（高齢者に優

しいまち）を提唱した 3．AFC は 8 領域（社会参加，社会的包摂，地域・保健福祉サービ

ス，市民参加・雇用，コミュニケーション・情報，住宅，野外空間・建築物，交通）から成

るが，その指標の選定および指標の妥当性と信頼性の検証は十分に行われていない．その理

由として，AFC を構成する指標は国ごとの社会・文化的背景が影響するものであることや，

測定・評価が困難な指標が含まれていること，さらに，それらについて年齢や性別，社会・

経済因子を考慮して検証できる大規模データが十分ではないことが挙げられる． 
そこで，本研究では，WHO が提唱する Age Friendly Cities (AFC)の概念を構成する 8

領域や厚生労働省が示した 6 つの要介護リスク（認知症・運動器・口腔・栄養・閉じこも

り・うつ）のうち，高齢者の社会参加と認知症の前駆段階であるとされる「物忘れ」に着目

し，社会参加と物忘れとの関連性の検証を通して，日本版 Age Friendly Cities (AFC)の指

標の選定および妥当性の基礎的な検証を行うことを目的とした． 
今年度は，以下の二つの分析を行った． 
① AFC の概念を構成する 8 領域に該当する指標の手掛かりを探索するため，国内外で

検証されてきた高齢者の介護予防に関する地域診断指標の文献レビューを行った． 
② 日本版 Age Friendly Cities (AFC)の指標の選定および妥当性を確認するため，厚生

労働省が示した 6 つの要介護リスクに入る認知症のリスクである物忘れに着目し， 
AFC の指標に含まれる社会参加との関連性を検証した． 

 
 
Ｂ．研究方法 
 
1．地域診断指標に関する文献レビュー 
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本研究では，日本を対象に実施された研究を対象とし，医学中央雑誌 Web と Pub Med を

用い，地域診断と要介護リスクに関する文献を検索した(最終確認：2017 年 11 月 15 日)．
抽出された文献を①研究デザイン，②分析の地域単位(指標を作成した地域の大きさ)，③介

護予防に関わるアウトカム指標，④地域関連指標(アウトカム指標と有意な関連を示す指標)
の 4 項目で整理を行った． 
 
 
2．物忘れと AFC 指標との関連性分析 
 
1) 対象 

物忘れと AFC 指標との関連性分析の対象は，日常生活圏域ニーズ調査（以下，ニーズ調

査）および JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study；健康長寿社会をめざし，予

防政策の科学的な基盤づくりを目的とした研究プロジェクト）への協力を得られた 109 市

町村とした．ニーズ調査は，介護保険事業計画作成の基礎情報を得ることを目的として，厚

生労働省がひな形を作成し，多くの市町村で実施されたものである．ニーズ調査は，要介護

認定を受けていない 65 歳以上の高齢者を対象とし，市町村ごとに設定された日常生活圏域

の小地域単位で対象を無作為抽出し，郵送調査で実施された． 
データは各市町村から提供を受けた．厚生労働科学研究班（H25 長寿-一般-003）が開設

したウェブサイト 4と，厚生労働省老健局「第 6 期介護保険事業（支援）計画の策定準備等

に係る担当者会議」などを通じて全国の市町村に提供を求めた．その結果， 2013 年度ニー

ズ調査を実施した 246 市町村のうち，79 市町村からデータ提供を受けた（調査対象の

32.1％）．そこに JAGES プロジェクトの 2013 年調査に参加した 30 市町村のニーズ調査の

データを合わせ，計 109 市町村（357,850 人）のデータを分析対象とした．JAGES プロジ

ェクトはニーズ調査の項目を含んだ調査を 3 年に 1 度実施しており，調査参加市町村はそ

の調査結果を介護保険事業計画策定のための根拠資料として用いている． 
本研究では，データの欠損等の不備がある４市町村を除く，105 市町村の 338,659 人の

データを用い分析を行った．なお，市町村ごとの回収率の情報を得られなかったため，重み

付けをせずに市町村単位に集計したものを分析に用いた． 
 
2) 用いた変数 
本研究では，健康指標として厚生労働省が提案し，ニーズ調査の質問票で使われている認

知症発症のリスク因子とされている「物忘れ」を用いた．「周りの人から物忘れがあると言

われている」とたずね，「はい」と回答したものを「物忘れあり」とした．「社会環境因子」

の変数は，①社会参加（町内会・自治会，ボランティアの会，スポーツの会，趣味の会，老

人クラブ，学習・教養サークル，見守りが必要な高齢者支援活動，介護が必要な高齢者支援

活動，子育ての親を支援する活動，地域の生活環境の改善（美化）活動，収入のある仕事に
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参加する），②社会的ネットワーク（友人や知人とのつながり），③社会的サポート（情緒的

サポートおよび手段的サポートと社会的サポートの提供と受領）を用いた．社会参加と社会

的ネットワークの項目は頻度（週 1 回以上，月 1 回以上，年数回以上，参加していない）を

たずね，社会的サポートは有無をたずねた． 
さらに，地域要因を調整するため，「社会環境因子」に影響を与えるとされる①単身高齢

者割合，②可住地人口密度，③最終学歴中学校以下の高齢者割合，④課税対象所得を調整変

数として用いた 5． (表 1) 
 
3) 分析方法 
 

① 年齢調整 
地域別に物忘れありの比率や社会参加の比率を単純に比較してしまうと，各地域の年齢

構成に差がある場合，高齢者の多い地域は健康指標が悪く，高齢者が少ない地域は健康指標

の良い結果が出る傾向がある． 
年齢構成の異なる地域間で様々な指標の比較ができるように，厚労省が用いている年齢

調整方法を用い，年齢調整を行った．この年齢調整変数を用いることによって，年齢構成の

異なる集団について年齢構成の違いを気にすることなく，地域間の比較が可能となる．計算

式の例は以下の通りである 6． 
 

 
 
 

② 統計的分析方法 
まず物忘れがある者の割合と，「AFC 関連指標（社会環境因子）」として AFC の概念を構

成する社会参加，社会的ネットワーク，社会的サポートが市町村間にどの程度の差があるの

かをみた． 
次に市町村単位で物忘れがある者の割合と，①社会参加，②社会的ネットワーク，③社会

的サポートの各指標との間の偏相関係数を①単身高齢者割合，②高齢者有業率，③最終学歴

中学校以下の高齢者割合，④課税対象所得の調整変数で調整して求めた．分析は SPSS 
Ver.23 を用いた． 
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（倫理面への配慮） 
 本研究は，厚生労働省「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」等を遵守し，個人

情報（氏名や住所など個人が特定できるもの）を削除した匿名化されたデータ用いた．デー

タ分析および研究成果の発表の際には個人を特定することは不可能である． 
本研究は，国立研究開発法人国立長寿医療研究センター（No.992，No.1028-2），千葉大

学（1777，2493），日本福祉大学（10-05，13-14）の倫理・利益相反委員会の承認を受け実

施した． 
 
 
Ｃ．研究結果 
 
1) 文献レビューの結果 
 日本において実施された地域診断と要介護リスクに関する文献を検索した結果，最終的

に 31 件 7-37 の文献(日本語 18 件 7,11,12,14,15-19,25,27,29,31-36，英語 13 件 8-10,13,20-24,26,28,30,37 が抽

出された． 
 
(1) 研究デザイン 
 研究デザインは，地域相関分析(19 件，61.3％)か，マルチレベル分析(12 件，38.7％)で行

われていた．マルチレベル分析は，地域レベルなど集団に属する個人レベルの特性の違いを

統計学的に調整しても，地域間に差があるかどうかを検証する統計手法である 38． 
また，31 件の文献のうち，横断研究は 22 件(70.1%)，縦断研究は 9 件であった．横断研

究のうち，地域相関分析が13件 7,11,12,14,16-18,25,27,29,32,33,35，マルチレベル分析が9件 9,10,13,19,21-

24,37 あった．縦断研究には，連続横断地域相関研究 15,31,36 が 3 件，地域相関分析が 6 件

8,15,26,31,34,36，マルチレベル分析が 3 件 20,28,30あった． 
(2) 分析の地域単位 
 分析の地域単位は，市区町村対象が 12 件 7,8,11,14,15,18,21,22,26,29,32-34，校区対象が 11 件

9,12,13,16,19,20,22,25,27,28,31で最も多く，その他，行政区 10，自治会 30,35，町丁 24，旧村 23,37，消

防本部 17，保健福祉圏域 36の 6 件あった． 
(3) アウトカム指標 
 介護予防に関わるアウトカム指標として 28 指標が抽出された．最も多く使われているの

は，要介護リスク関連 12 指標 8-25,27であり，次に要介護認定率関連 7 指標 7,26-34であった．  
(4) 地域関連指標 
 介護予防に関わるアウトカム指標と有意に関連する指標として，人口・世帯関連 6 指標，

社会経済関連 13 指標，心理社会関連 30 指標，保健医療福祉関連 12 指標，その他 8 指標な

ど 69 指標が抽出された． 
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2．物忘れと AFC 関連指標との関連性の分析結果 
 
1) 市町村別の物忘れと AFC 関連指標 

(1) 物忘れ 
105 市町村の 338,659 人のうち，「物忘れがある」と答えた者は 22,734 人（12.8%）であ

った．市町村別にみると，「物忘れがある」者の割合の平均値は 19.0％(最小 7.1%‐最大

35.6%)であり，市町村間に 5 倍の格差が見られた．  
 

(2) 社会参加・社会的ネットワーク・社会的サポート 
社会参加を「年数回以上」している者の割合を市町村別にみると，①町内会・自治会 45.3%

（14.3%-75.1%），②趣味の会 38.5%（24.2%-49.2%），③地域の生活環境の改善（美化）活

動 33.7%（9.8%-59.8%），④スポーツ会 28.8%（14.5%-42.4%）⑤収入のある仕事 27.4%
（13.9%-43.1%）の順であった． 

社会的ネットワーク（年数回以上友人と知人と会う）がある者の割合は 90.6%（72.5%‐

100%）であった．  
社会的サポートをみると，情緒的サポートがある（心配事や愚痴を言ったり聞いたりでき

る人がいる者）の割合は 96.7%（90.6%-100%），手段的サポートがある（看病や世話をす

る，またはしてくれる人がいる）者の割合は 96.2％（90.0％-100％）であった．他方で，何

らかの情緒的もしくは手段的サポートを受領している者の割合は 95.1%（88.4%-100），何

らかの情緒的もしくは手段的サポートを提供している者の割合は 98.2%（90.6%-100%）で

あった．（表 1）． 
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表 1 市町村別「物忘れがある者」と「AFC 関連指標」の割合 
 年齢調整 

(n=105) 
頻度 年数回以上 月 1 回以上 週 1 回以上 
物忘れ 周りの人から物忘れがあると言わ

れる 
19.0 (7.1-35.6) 

社会参加 町内会・自治会 
45.3 

(14.3-75.1) 
2.5 

(0.5-7.1) 
2.4 

(0.5-5.4) 

趣味の会 
38.5 

(24.2-49.2) 
28.9 

(12.4-40.8) 
21.5 

(9.8-30.7) 

地域の生活環境の改善（美化）活動 
33.7 

(9.8-59.8) 
4.9 

(1.5-11.9) 
1.6 

(0.5-4.3) 

スポーツ会 
28.8 

(14.5-42.4) 
22.1 

(6.2-34.0) 
16.6 

(1.9-26.8) 

収入のある仕事 
27.4 

(13.9-43.1) 
22.6 

(12.3-35.5) 
19.5 

(11.4-31.9) 

ボランティアの会 
25.3 

(7.7-45.5) 
13.2 

(3.5-21.0) 
6.1 

(1.8-10.4) 

老人クラブ 
24.0 

(6.0-49.6) 
9.9 

(3.7-19.2) 
3.5 

(0.6-10.3) 

学習・教養サークル 
16.9 

(8.5-30.1) 
9.0 

(1.8-26.2) 
3.6 

(0.313.8) 

見守りが必要な高齢者支援活動 
10.1 

(4.5-31.7) 
5.3 

(2.2-14.6) 
2.8 

(1.0-9.5) 

介護が必要な高齢者を支援活動 
7.2 

(3.9-19.9) 
3.2 

(1.2-6.8) 
2.1 

(0.9-4.5) 

子育ての親を支援する活動 
7.5 

(3.8-13.1) 
3.7 

(1.2-8.0) 
2.3 

(0.4-6.1) 
社会的 
ネットワーク 友人・知人と会う 

90.6 
(72.5-100) 

72.1 
(52.2-86.3) 

49.5 
(30.8-69.5) 

社会的 
サポート 

情緒的サポート 96.7 (90.6-100) 
手段的サポート 96.2 (90.0-100) 
サポートを受領 95.1 (88.4-100) 
サポートを提供 98.2 (90.6-100) 

地域変数 単身高齢者割合 1 10.1%(5.0%-28.3%) 
可住地人口密度 1 1,749.3 人 (3.4-18253.7 人) 
最終学歴中学校以下の高齢者割合 1 46.6%(11.4%-84.0%) 
課税対象所得 2 290,075.1(536.0-6,817,509) 

1 2010年国勢調査より算出．単身高齢者・就業している高齢者・最終学歴が中学校以下の高齢者を高齢者

数で除して算出 

2 統計でみる市町村のすがた（2010年）より算出．課税対象所得を納税義務者数（所得割）で除して算出  
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(3) 市町村別「物忘れがある者の割合」と「AFC 関連指標」との偏相関分析 
市町村を集計単位として，物忘れがある者の割合と社会参加，社会的ネットワークおよび

社会的サポートがある者との相関関係について，市町村別の単身高齢者割合，可住地人口密

度，最終学歴中学校以下の高齢者の割合，課税対象所得で調整し，偏相関係数を求めた． 
その結果，物忘れのある者の割合と有意な相関があった項目は，参加頻度が年数回以上で，

①町内会・自治会（r=-0.55），②趣味の会（r=-0.51），③地域の生活環境の改善（美化）活

動（r=-0.54），④スポーツ関係の会（r=-0.48），⑤ボランティア活動（r=-0.43），⑥学習・

教養サークル（r=-0.46），社会的ネットワーク（r=-0.66），社会的サポートでは，①情緒的

サポート（r=-0.45），②手段的サポート（r=-0.38）であった（p<0.01）．（表 2） 
 
表 2 市町村別「物忘れがある者の割合」と「社会参加等」との偏相関分析 

 偏相関係数 r 

頻度 年数回以上 月 1 回以上 週 1 回以上 
物忘れあり 

社会参加 町内会・自治会 -0.55** -0.21 -0.20 
趣味の会 -0.51** -0.38* -0.37* 
地域の生活環境の改善（美化）活動 -0.54** -0.20 -0.04 
スポーツ会 -0.48** -0.39** -0.26 
収入のある仕事 -0.25 -0.21 -0.15 
ボランティアの会 -0.43** -0.40** -0.31 
老人クラブ -0.27 -0.14 0.10 
学習・教養サークル -0.46** -0.29 -0.29 
見守りが必要な高齢者支援活動 -0.22 -0.04 -0.07 
介護が必要な高齢者を支援活動 -0.23 -0.11 -0.19 
子育ての親を支援する活動 -0.24 -0.20 -0.13 

社会的 
ネットワーク 友人・知人と会う -0.66** -0.36** -0.17 

社会的 
サポート 

情緒的サポート -0.45** 
手段的サポート -0.38* 
サポートを受領 -0.23 
サポートを提供 -0.13 

市町村別の単身高齢者割合，可住地人口密度，最終学歴中学校以下の高齢者割合，課税対象所得を調整 

* p<0.05, ** p<0.01 

 

 
Ｄ．考察 
日本における介護予防に関わる地域診断として用いうる指標について文献レビューした

結果，介護予防に関わるアウトカム指標として 28 指標が抽出された． 
さらに，日常生活圏域ニーズ調査の指標を用い，105 市町村を対象に地域診断指標として

の物忘れと社会参加，社会的ネットワークおよび社会的サポートの妥当性について検証（厚

生労働省が提示している年齢調整法で各市町村別の年齢構成を調整）した結果，「物忘れが
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ある」と答えた者の割合は，市町村間では最大 28.5％ポイント（7.1％~35.6％），5 倍の差

が見られた．そして，物忘れがある者の割合とは，社会参加や社会的ネットワークおよび社

会的サポートが多いほど，中程度の負の有意な相関関係が認められた．年齢調整をしたうえ

でも 105 市町村間に最大で 5 倍の格差がみられたことから，健康格差の測定と関連要因の

解明が必要なことを示唆している． 
これまでの個人レベルを分析単位とした認知症リスクの研究では，社会参加や社会的ネ

ットワーク・社会的サポートが物忘れや認知症発症と関連があることが報告されている 39．

さらに要介護リスクの研究では，社会参加する者は不参加者よりも 4 年後の要介護認定率

が低いことが報告されている 40．今回，市町村単位でみて，物忘れがある者の割合と社会参

加者の割合との間には負の相関関係がみられたことから個人レベルだけでなく，市町村レ

ベルの地域診断指標としての妥当性を持つことが示唆された． 
 
地域診断指標としての妥当性―社会参加― 
社会参加は，①参加頻度別（週 1 回以上，月 1 回以上，年数回以上）でも分析を行った

が，週 1 回以上と月 1 回以上よりも，年数回以上の方が「物忘れ」ありとの間に大きい負の

相関を示していた（表 2 ）．このことから，地域レベルの診断指標としては，社会参加の頻

度として「年数回以上」を用いることが妥当である可能性が示唆された．  
次に，社会参加の内容別にみると，相関係数の大きさには差があるものの，①町内会・自

治会（r=-0.55），②趣味の会（r=-0.51），③地域の生活環境の改善（美化）活動（r=-0.54），
④スポーツ関係の会（r=-0.48），⑤ボランティア活動（r=-0.43），⑥学習・教養サークル（r=-
0.46）で，物忘れありに対する負の相関関係が見られた．これはこれまでの研究でも示され

た結果であり，例えば，保険者（市町村と広域連合）レベル 39 や小学校区レベル 41 でも，

複数の要介護リスクと趣味やスポーツの会の参加者割合との間には負の相関関係がみられ

たり 42，趣味やスポーツの会に年数回参加している者の割合と，要介護認定率 29 や高齢者

の自殺率 43との間に負の相関関係があったとする報告もある． 
他方で，社会参加の頻度による相関係数の大きさの違いについてはこれまでの研究では

明らかにされていない．今回の研究を通して，社会参加の頻度については年数回以上を見れ

ば，多くの変数で統計的に有意で，係数も大きかったことから，年に数回以上何らかの活動

をしている人の割合を地域診断指標として用いることが妥当である可能性が示唆された．

個人レベルでは参加頻度が多い方がその効果が大きいと考えられるので，個人レベルと地

域レベルでは異なる指標が用いられるべきことを示す．これは個人レベルの分析とは独立

した地域レベルの研究も必要であることを意味する． 
また，本研究で用いたすべての変数は年齢調整を行ったうえでの分析結果であることか

ら，本研究で示された結果は，各地域の高齢化率による影響は取り除かれ，地域特性を反映

している可能性が示唆される．  
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本研究の意義と限界および今後の課題 
本研究の結果から，社会参加者の割合やその経年変化を見ることで，物忘れがある者の割

合の大きさや，地域の状況の変化を把握することが可能になると思われる．さらには，物忘

れがある者が少ない地域や社会参加が多い Age Friendly な地域を探し，地域介入の手がか

りを得たりできる．ポピュレーションアプローチにより，地域レベルで社会参加する者を増

やし，社会的ネットワークとサポートを豊かにして，認知症リスクを地域レベルで下げる政

策のマネジメントにも応用可能であると思われる． 
これまで個人レベルのリスク研究は蓄積されてきたが，その知見だけを根拠に地域レベ

ルでも同じような関連があると推論すると，個人主義的錯誤に陥る恐れがある 44．また，ハ

イリスクアプローチの限界から地域づくりによる介護予防政策が導入されたこと，上述し

たように同じ特性を持つ個人でも暮らしている地域の影響を受けていることを示唆するマ

ルチレベル分析による報告が増えていることからも，今後は地域レベルの介護予防関連要

因を解明する研究が必要である． 
今回は AFC の概念を構成する 8 領域のうち，社会参加に着目したが，他のより多角的な

視点による地域診断指標の開発のためには，今回用いた指標以外の社会環境因子と物忘れ

との関連性も検証する必要がある．さらに，因果関係の解明には縦断研究や地域レベルの経

時的変化を見ることも大事であろう． 
 
 
Ｅ．結論 
 本研究では AFC の概念を構成する 8 領域に該当する指標の手掛かりを探索するための

地域診断指標の文献レビューと，地域レベルでの認知症リスク管理に活用可能な地域診断

指標を探索することを目的とし，105 市町村のニーズ調査のデータ分析から物忘れと社会

参加等との関連について市町村別に集計した値で分析した． 
文献レビューの結果から介護予防に関わるアウトカム指標として 28 指標が抽出され

た．さらに，105 市町村のニーズ調査のデータ分析の結果から物忘れがある者の割合は市

町村間に 5 倍の格差があること，物忘れがある者の割合と社会参加する者の割合との間に

負の相関関係（r=-0.38～-0.66）があることが明らかになった．市町村単位の地域診断指

標として，物忘れと AFC を構成する概念である社会参加（年齢調整を行った年数回以上

の社会参加）は現時点で利用可能なエビデンスに裏付けられた，一定の妥当性を持つ有用

な量的指標であると考えられる． 
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